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事業用定期借地権設定覚書 

                                            

借地権設定者 福岡県住宅供給公社（以下「甲」という。）と借地権者 ○○○（以下「乙」とい

う。）とは、以下のとおり、後記表示の土地（以下「本件土地」という。）について、借地借家法（以下

「法」という。）第２３条第２項に定める事業用定期借地権設定契約（以下「本契約」という。また、

本契約に基づき設定された借地権を「本件借地権」という。）のための覚書（以下「本覚書」という。）

を締結する。 

 

（目的・法第２３条２項の規定による事業用定期借地権） 

第１条 甲は、本件土地を乙に賃貸し、乙はこれを借り受ける。 

２ 本件借地権は、法２３条２項に定める事業用定期借地権とし、法第３条から第８条まで、第１

３条及び第１８条並びに民法第６１９条の規定は適用されない。 

 

（使用目的） 

第２条 乙は、本件土地を周辺住民の生活利便性向上に資すること、あるいは本件土地上に建築す

る周辺住民の生活利便性向上に資する事業の用に供する建物（以下「本件建物」という。）の所

有を目的としなければならない。また、乙は、本件建物を居住の用に供してはならない。 

２ 乙は、本件土地を善良なる管理者の注意をもって使用し、その使用目的を変更しようとするとき、又

は形状（建物や工作物の建築や増設、改良等の行為を含む。）を変更しようとするときは、事前に

理由を付した書面および関係資料等（建築図面、使用用途等）をもって、甲の承認を得なければ

ならない。 

 

（借地権の存続期間） 

第３条 本件借地権の存続期間は、公正証書作成日から○年間とする。なお、契約期間が 30 年未

満よりも短い場合は、甲乙協議のうえ、最長 30 年未満となるまで契約期間を延長することができる。 

２ 甲及び乙は、本契約の終了後、再契約の締結を協議することができる。ただし、契約期間は令和

38 年 1２月末日までとする。 

 

（中途解約） 

第４条 乙は、合理的でやむを得ない理由がある場合において、甲が認めるときは借地期間中であって

も、6 か月前の予告をもって本契約を解除することができる。 

２ 本契約締結後に判明した瑕疵により、乙が事業目的を達成できないと判断した場合、乙はその根

拠を明記した書面を甲に提出するものとし、甲が当該事実を認めた場合には、予告期間を設けずに

本契約を解除することができる。ただし、甲が当該事由を知りながら乙に通知しなかった場合を除き、

乙はこの理由をもって甲に対し損害賠償を請求することはできないものとする。また、乙が本契約を解
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除しない場合には、事業の実施有無に関わらず、第５条に定める賃料を支払う義務を負うものとす

る。 

３ 乙は、本契約締結後に事業目的の達成が不可能であることが判明した場合において、その理由が

条例の事前確認不備等、乙の過失によるときは、第５条に定める賃料の１年分を支払った場合に

限り、中途解約できるものとする。また、乙が本契約を解除しない場合には、事業の実施有無に関わ

らず、第５条に定める賃料を支払う義務を負うものとする。 

４ 中途解約を行った場合において、乙は支払い済み賃料の返還を求めることはできない。また、乙は

本件土地返還までの賃料は支払うものとする（解約予告後の期間を含む）。 

 

（賃料） 

第５条 賃料は、月額金○○万円（この額に消費税・地方消費税額を加えた額を支払う）とする。な

お、賃貸借期間が１か月に満たないときは、当月日数に応じた日割計算によるものとし、その金額に

１０円未満の端数が生じたときは、これを四捨五入する。 

２ 乙は甲に対し、毎月末日に限り、翌月分の賃料を甲の指定する口座に振り込んで支払う。なお、振

込手数料は乙の負担とする。 

３ 甲及び乙は、第１項の賃料を賃料起算日より３年間据え置き、以後３年経過毎に協議の上、改

訂できるものとする。但し、上記に拘らず、土地に対する租税その他の公課の増減により、土地の価

格の上昇若しくは低下その他経済事情の変動により、又は近傍類似の土地の賃料等に比較して不

相当となったときは、甲又は乙は、賃料の増減を請求することができる。 

 

（引き渡し） 

第６条 甲は、本契約締結後、本件土地を現状有姿の状態で、甲乙間で決定した期日（以下「引

渡日」という。）に、乙に引き渡す。 

２ 乙は、引渡日前であっても甲の承認を得たうえ、第２条の使用目的のため、本件土地内に立ち入

り準備工事及び準備作業をなすことができるものとする。 

 

（敷金） 

第７条 乙は甲に対し、本覚書及び本契約上、乙が甲に対して負担する一切の債務を負担するため、

本覚書の締結の日から１５銀行営業日以内に、敷金として金○○○万円を甲に預託する。 

２ 本契約が終了し、乙が本件土地を明け渡したときは、賃料その他本契約上乙が甲に対して負担す

る債務で未払いのものがあれば、甲は、上記敷金から当該債務額を控除した残額を乙に返還するも

のとする。なお、返還すべき金員には利息を付さないものとする。 

 

（制限事項） 

第８条 乙は、以下の行為をするときは、あらかじめ甲の書面による承諾を得なければならない。 

（１）本件土地を第２条に定める目的以外の目的に使用するとき 
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（２）本件建物を増改築（再築を含む。以下同じ。）するとき 

（３）本件土地の形状を変更するとき 

（４）本件土地に建築物、工作物（看板等）を設置するとき 

 

（禁止事項） 

第９条 乙は、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１）本件土地を毀損、汚損等により原状回復が困難となるような使用をすること。 

（２）本件土地において公序良俗に反する行為又は風紀を乱す行為を行うこと。 

（３）本件土地を政治的又は宗教的な用途に供すること。 

（４）本件土地においてにおいて騒音、振動、電波、臭気等その他周辺住民に迷惑を及ぼす恐れの

ある行為を行うこと。 

（５）本件土地付近の交通に支障をきたし、又は通行人等に危害が及ぶ恐れのある行為を行うこと。 

 

（費用の負担） 

第１０条 本件土地の開発工事に係る諸費用については、工事区分表（別添Ⅰ）に基づき、乙が

負担する。 

２ 本件土地、本件建物、本件土地上のその他の工作物等の維持、保存、改良その他の行為をする

ために要する費用は、すべて乙の負担とする。 

３ 乙は、事業運営や工事等において、周辺環境や周辺住民等に影響を及ぼし、被害が生じた場合

には、遅滞なくその旨を甲及び関係者に連絡し、乙の責任においてこれを解決しなければならない。

なお、その解決に要した費用及び損害補填等の費用は全て乙が負担するものとする。 

 

（借地権の譲渡・転貸） 

第１１条 乙は、甲の事前の承諾を得た場合を除いて、本件借地権を第三者に譲渡・転貸してはなら

ない。なお、本件建物を第三者に譲渡した場合は、本件借地権を譲渡したものとみなす。 

２ 甲の承諾を得て第三者に本件借地権を譲渡する場合、当該第三者は本契約上の乙の地位を承

継し、甲との間で本契約と同一の内容の賃貸借契約を結ばなければならない。 

３ 甲の承諾を得て本件土地の転貸を行う場合、乙は当該転借人との間で本契約と同一の内容の転

貸借契約を締結し、甲と当該転借人の間に本契約の各規定が適用されるものとしなければならない。

この場合においても、乙は転借人の行為に関して、甲に対し本契約における賃借人としての責任を

負う。 

４ 乙は、転貸借契約を締結する際には、本契約が終了するときに転貸借契約も当然に終了する旨の

規定を盛り込まなければならない。 

 

（建物の賃貸） 

第１２条 乙が本件建物を第三者に賃貸しようとするときは、乙は、事前に甲に対し、その旨を書面で
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通知した上、以下の各号の規定を遵守しなければならない。 

（１）建物賃借人との本件建物賃貸借契約（以下この条において「建物賃貸借契約」という。）は、

法第３９条に定める取壊し予定の建物の賃貸借契約によること 

（２）建物賃貸借契約期間は、本件借地権の存続期間満了の６か月前までとし、同時期に終了さ

せ、乙が建物賃借人から本件建物の引き渡しを受けること 

（３）建物賃借人に法第３５条１項の効果を生じさせないために、建物賃借人に対し、本件借地

権の存続期間満了の１年６か月前に、本件借地権の存続期間満了時に本件建物が取り壊され、

建物賃貸借契約が終了する旨の通知をすること 

 

（契約解除） 

第１３条 乙が以下の事由に該当するときは、甲は催告をしないで直ちに本覚書及び本契約を解除す

ることができる。 

（１）乙が、 この契約の規定に違反したとき 

（２）乙が賃料の支払を３か月分以上怠ったとき 

（３）第１１条１項に違反して、本件土地について、甲の事前の承諾を得ることなく本件賃借権を譲

渡若しくは転貸し、又はこれらに類する行為をしたとき 

（４）第８条１項１号に違反して、本件土地を使用したとき 

（５）第８条１項２号に違反して、本件建物を増改築したとき 

（６）第８条１項３号に違反して、本件土地の形状を変更したとき 

（７）第８条１項４号に違反して、本件土地に建築物、工作物（看板等）を設置したとき 

（８）その他乙に本覚書及び本契約を継続し難い重大な背信行為があったとき 

２ 乙について銀行取引の停止処分、国税等滞納処分又は破産その他の法的整理手続きの開始の

決定があったときは、甲は、直ちに本契約を解除することができる。 

 

（暴力団等の排除） 

第１４条 乙が次の各号の一に該当するときは、甲は何らの催告を要せず本契約を締結せず、本契約

に至った場合これを解除することができる。この場合は、乙は本件土地を直ちに明け渡さなければなら

ない。 

（１）乙が暴力団等の反社会的と認められる団体の構成員、準構成員であることが判明したとき 

（２）乙の代表者、本件建物の責任者及び実質的に経営権を有する者等が、前号の団体の構成員、

準構成員であることが判明したとき 

（３）本件土地、本件建物等に第１号の団体であることを感知させる名称、看板、代紋、提灯等を

掲示したとき 

（４）本件土地、本件建物等に第１号の団体の構成員、準構成員等を居住させ、あるいは反復継

続して出入りさせたとき 

（５）本件土地、本件建物等において、乙又はその構成員、関係者が暴行、傷害、脅迫、恐喝、器
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物損壊、監禁、凶器準備集合、賭博、売春、覚醒剤、銃砲刀剣類所持等の犯罪を行ったとき 

（６）本件土地、本件建物等において、暴力団等の威力を背景に粗野な態度、言動によって、近隣

住民等に不安感、不快感、迷惑を与えたとき 

 

（法令遵守等） 

第１５条 乙は、本件土地において事業運営をするにあたり、乙の責任のもと契約締結前に関連法規、

条例、用途制限等を確認しなければならない。また、日頃の事業運営においてこれを遵守しなければ

ならない。 

２ 甲は、乙の使用目的遂行に関して所轄諸官庁、関係権利者の許認可（同意を含む）を要する

場合、地主（賃貸人）として乙の許認可申請等に同意すると共に、許認可同意等の取得に協力

するものとする。 

 

（原状回復義務） 

第１６条 乙は、本契約が終了するときは、自らの費用負担により本件建物及びその他の工作物等を

収去し、本件土地を原状に復して甲に明け渡さなければならない。なお、甲との協議のうえ回復が不

要とされた工作物等がある場合は、これを除く範囲で回復を行うものとする。 

２ 乙が前項の明渡しを怠ったときは、本契約終了の日の翌日から明渡し済みに至るまで、１か月当た

り契約終了時の賃料の２倍に相当する額の遅延損害金を甲に支払わなければならない。 

 

（遅延利息） 

第１７条 乙は、本覚書または公正証書により生ずる金銭債務の不履行があった場合は、延滞賃料

等の額に対し１年（３６５日とします。）につき１４．６％の割合による遅延利息を付した金員

を、甲に支払うものとする。 

 

（担保責任の免除） 

第１８条 本件土地について、数量不足その他の瑕疵のあることが判明した場合でも、乙は甲に対し

履行の追完の請求、賃料の返還もしくは減免の請求、損害賠償の請求をすることができないものとす

る。ただし、その瑕疵により事業目的の達成が不可能である場合は、第４条に基づき中途解約がで

きるものとする。 

 

（公正証書による契約の締結） 

第１９条 甲及び乙は、甲の指定する公証役場において、公正証書により、本覚書に定める内容に基

づく事業用定期借地権設定契約を締結するものとし、その作成に要する費用は甲乙が折半して負

担する。 

２ 前項の公正証書の作成に当たり、乙は、同公正証書に記載の金銭債務を履行しないときは、直ち

に強制執行されても異議はない旨の文言を付する。 
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（通知義務） 

第２０条 甲又は乙は、次の各号の一に該当することとなった場合は、直ちに、その旨を本契約の相手

方に書面により通知しなければならない。 

（１）商号又は主たる事務所の所在地を変更したとき 

（２）合併又は分割が行われたとき 

 

（合意管轄） 

第２１条 甲及び乙は、本覚書及び本契約につき紛争が生じたときは、甲の住所地を管轄する裁判

所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（協議） 

第２２条 甲及び乙は、誠実に本覚書及び本契約を履行するものとし、本覚書及び本契約に定めが

ない事項が生じたときや、本覚書及び本契約の条項の解釈に疑義が生じたときは、相互に誠意をも

って協議・解決する。 

 

 

 

 

（土地の表示） 

 

所在地 北九州市八幡西区大里戸ノ上２丁目 19-１ 

地目  宅地 

地積  ７７２．４２㎡（公簿面積） 

 

 

（建物及び工作物等の表示） 

 

主要用途 ○○ 

構造等 ○○ 

延面積 約○○○㎡ 

 

 

 

上記契約の成立を証するため、本覚書２通を作成し、双方署名押印のうえ、各１通を保有する。 
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   年   月   日 

 

 

借地権設定者（甲） 福岡市中央区天神５丁目３番１号 

福岡県住宅供給公社 

理事長       石塚 康弘   ㊞ 

 

 

借地権者（乙）   
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別添Ⅰ 工事区分表 

 公社が行う工事 賃借人が行う工事 

（１）建築工事 基礎、躯体工事 なし すべて 

防水工事 なし すべて 

外装工事 なし すべて 

内装工事 なし すべて 

外構工事 なし すべて 

（２）電気設備 電灯電力 なし 敷地内への電気引込を含むす

べて 

弱電 なし すべて 

消防設備 なし すべて 

外部照明 なし すべて 

（３）給排水・ 

機械設備 

給水 なし 敷地内への給水管引込を含む

すべて 

汚水・雑排水 なし 敷地内への排水管引込を含む

すべて 

ガス なし 敷地内へのガス管引込を含む

すべて 

機械（換気） なし すべて 

（４）敷地周辺 

整備工事 

（レベル調

整を含むす

べて） 

交差点側 なし すべて 

北側道路境界 なし 市役所との歩道の切り下げ協

議を含むすべて 西側道路境界 

南側隣地境界 なし フェンスの設置を含むすべて 

東側隣地境界 

雨水 なし 歩道切り下げ部の側溝設定及

び道路側溝との接続を含むす

べて 

※注意  

・高低差等の調整、電柱等の構造物の移設、歩道の切り開きに要する費用、歩道切り下げ部のＯ

ＵＴ・ＩＮ表示の設置、交差点部分の車止めの設置等必要に応じて賃借人の負担とします。 

 


